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命 令 書 

 

申 立 人    Ｘ組合 

        執行委員長 Ａ１ 

 

被申立人    株式会社Ｙ 

        代表取締役 Ｂ１ 

 

 

 上記当事者間の神労委令和元年（不）第21号不当労働行為救済申立事件に

ついて、当委員会は、令和３年９月24日第1713回公益委員会議において、会

長公益委員浜村彰、公益委員内田邦彦、同林義亮、同小野毅、同髙橋瑞穗、

同本久洋一及び同石﨑由希子が出席し、合議の上、次のとおり命令する。 

 

主  文 

 

 本件申立てを棄却する。 

 

理  由 

 

第１ 事案の概要等 

 １ 事案の概要 

   本件は、申立人Ｘ組合（以下「組合」という。）が、被申立人株式会

社Ｙ（以下「Ｙ」という。）及び申立外Ｃ１（以下「Ｃ１」という。）

に対して申し入れた、組合員Ａ２（以下「Ａ２」という。）の解雇問

題、社会保険未加入問題などを交渉事項とする団体交渉について、①Ｙ

が不誠実な交渉態度を取ったこと、②Ｃ１が不誠実な交渉態度を取った

ことが、①については労働組合法（以下「労組法」という。）第７条第

２号及び同条第３号に、②については同条第２号に、それぞれ該当する

不当労働行為であるとして、救済申立て（以下「本件申立て」とい

う。）のあった事件である。また、組合は、③本件申立てに係る第１回

調査期日において、Ｙが、労働条件通知書兼就業条件明示書を証拠とし

て提出したことが、労組法第７条第３号に該当する不当労働行為である

として、令和２年４月21日付けで追加申立てをした。 
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   組合は、本件申立て当初、Ｙに加えて、Ｃ１を被申立人としていたも

のの、令和２年２月26日、同社との間で和解協定を締結したことを受

け、同社に対する申立てを取り下げた。 

 ２ 請求する救済内容要旨 

  ⑴ Ｙは、Ａ２の労働問題について、虚偽の文書回答を撤回して、事実

に基づく対応及び文書回答をしなければならない。 

  ⑵ 陳謝文の掲示 

 ３ 争点 

  ⑴ 組合からの令和元年８月７日付けＡ２の解雇等の労働問題を議題と

する団体交渉の申入れに対するＹの対応は、不誠実な交渉態度に当た

るか否か。また、同時に組合の運営に対する支配介入に当たるか否

か。（争点①） 

  ⑵ Ｙが令和２年２月５日の第１回調査期日において、労働条件通知書

兼就業条件明示書を証拠として提出したことは、組合の運営に対する

支配介入に当たるか否か。（争点②） 

第２ 認定した事実 

 １ 当事者等 

  ⑴ 申立人ら 

   ア 組合は、いわゆる合同労働組合であり、肩書地に事務所を置き、

本件結審日（令和３年７月16日）現在の組合員は、683名である。 

   イ Ａ２は、Ｙに雇用され、派遣先であるＣ１において、「自動車用

サイドターンシグナルランプ組立作業」などに従事していた。 

  ⑵ 被申立人ら 

   ア Ｙは、肩書地に本社を置き、一般労働者派遣事業などを営む株式

会社である。本件結審日現在の従業員は、39名である。 

   イ Ｃ１は、埼玉県に本社を置き、自動車用ミラー類の製造販売など

を営む株式会社である。 

 ２ ＹとＣ１との間の契約 

  ⑴ 平成29年７月26日、Ｃ１とＹは、労働者派遣基本契約を締結した。

同契約において作成された同日付け「労働者派遣基本契約書」には、

次のとおり規定されていた。なお、「甲」はあＣ１を、「乙」はＹを

それぞれ意味する。 

   「第２条（業務内容等に関する合意） 

     甲に派遣される乙の雇用する労働者（以下「派遣労働者」とい
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う）の従事すべき業務内容人数、就業場所、その他労働者派遣の実

施に関し必要な細目については労働者派遣法に基づきその都度締結

する労働者派遣個別契約書（以下「個別契約」という）により定め

る。                          」 

  ⑵ 平成30年７月頃、Ｃ１とＹは、前記⑴記載の労働者派遣基本契約に

基づき、派遣先をＣ１、業務内容を「自動車用サイドターンシグナル

ランプ組立作業及びそれに係る付帯業務」、就業部署を「組立課 組

立一係」、派遣期間の始期を同年７月１日とする労働者派遣個別契約

を締結した。なお、同契約の契約書は、同契約の時点では作成されて

いなかった。 

 ３ Ａ２が組合に加入するまでの経緯 

  ⑴ 平成30年７月１日頃、Ａ２はＹと雇用契約を締結してＣ１に派遣さ

れ、前記２⑵記載の業務に従事していた。 

    Ｙにおいては、雇用契約を締結する際、労働条件通知書兼就業条件

明示書２通を労働者に渡し、同書いずれにも労働者が署名又は押印し

た上で、うち１通を労働者が保管し、うち１通をＹが保管する運用に

なっている。Ｙは、Ｃ１の就業部署「組立課 組立一係」に派遣され

ていたＡ２以外の労働者については、署名がなされた労働条件通知書

兼就業条件明示書を保管しているとして、それらの書類を証拠として

提出しているが、Ａ２については、署名又は押印がなされた労働条件

通知書兼就業条件明示書が存在していない。 

  ⑵ 平成30年11月28日、Ｃ１はＹに対し、特定の注文者からの受注が減

少したことを理由とする人員削減として、Ａ２を含む２名の労働者派

遣個別契約について、平成31年１月以降は更新しない旨を申し入れ

た。 

  ⑶ 平成30年12月14日、ＹはＡ２に対し、平成31年１月以降は雇用契約

（期間の定めの有無については当事者間で争いがある。）を更新しな

い旨を伝えた。Ａ２は、平成30年12月28日に出勤した後、Ｃ１に出勤

していない。 

  ⑷ 令和元年７月16日、Ａ２は組合に加入した。 

 ４ 本件申立てに至るまで 

  ⑴ 令和元年８月７日、組合はＹ及びＣ１等に対して、同日付け「組合

加入通知書・要請書及び団体交渉要求書」（以下「元.８.７要求書」

という。）を送付した。同書には、Ａ２に関する以下の要求事項のほ
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か、組合が希望する団体交渉の日時及び場所が記載されていた。 

    Ａ（略） 

    Ｂ 平成30年12月14日、Ａ２はＹのＹ３氏から解雇予告を受けた。 

    Ｃ Ａ２に雇用契約書及び就業条件明示書が渡されていない。 

    Ｄ Ａ２に対する解雇は無効である。 

    Ｅ 労働基準法第20条違反 

    Ｆ（欠番） 

    ＧないしＩ Ａ２は雇用保険、健康保険及び厚生年金保険に未加入

である。 

    Ｊ 労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に

関する法律（以下「労働者派遣法」という。）等違反 

    Ｋ ＹとＣ１との間の請負契約書又は派遣契約書等を提出すること

を要求する。 

    Ｌ（略） 

  ⑵ 令和元年８月９日、Ｙは組合に対して、同日付け文書を送付した。

同書には、Ｙの希望する団体交渉の日時及び場所並びに団体交渉の出

席者数が記載されていた。 

  ⑶ 令和元年８月19日、ＹはＣ１に対して、同日付け「労働者派遣契約

の途中解約を行う場合について」と題する文書（以下「元.８.19文

書」という。）を送付した。同書には、労働者派遣法及び「『派遣先

が講ずべき措置に関する指針』（平成11年労働省告示第138号・最終

改正平成28年厚生労働省告示第78号）」を踏まえ、労働者派遣個別契

約の期間中に中途解約する場合、新たな就業機会の確保といった派遣

先が講ずるべき措置を遵守し、遵守できない場合には派遣労働者への

賃金補償を目的とした派遣元への損害賠償をする必要があるため、検

討してほしい旨が記載されていた。 

  ⑷ 令和元年８月19日頃、Ｃ１とＹは、Ｃ１あにおいて、元.８.７要求

書について打合せを行った。同時期に、Ｃ１とＹは、前記２⑵記載の

労働者派遣基本契約に基づく労働者派遣個別契約について、派遣先を

Ｃ１、業務内容を「自動車用サイドターンシグナルランプ組立作業及

びそれに係る付帯業務」、就業部署を「組立課 組立一係」と記載し

た労働者派遣個別契約書３通（以下「本件個別契約書」という。）を

作成した。本件個別契約書には、派遣期間として、それぞれ、平成30

年７月１日から同年８月31日まで、同年９月１日から同年10月31日ま
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で及び同年11月１日から同年12月31日までと記載されていた。 

  ⑸ 令和元年８月20日、Ｃ１は組合に対して、同日付け文書（以下

「元.８.20文書」という。）を送付した。同書には、ＹからＣ１に対

して、「（組合とＹとの）話し合いの中で偽装派遣の疑いが解消し

た」ので、Ｙと組合とで団体交渉を行うこととなった旨の連絡があっ

たが、その認識で正しいか確認したい旨が記載されていた。 

  ⑹ 令和元年８月24日、組合はＣ１に対し、同日付け文書（以下「元.

８.24文書」という。）を送付した。同書には、元.８.20文書におい

て「（組合とＹとの）話し合いの中で偽装派遣の疑いが解消した」と

記載されているが、組合とＹとの間で話し合いを行ったことはない

し、偽装派遣の疑いが解消した訳ではないと、組合とＹのやり取りを

否定することのほか、Ｙから一方的に団体交渉の日時及び場所の希望

が提示されたが、組合としては「群馬県まで団体交渉に出かける力が

ないため、川崎での開催を希望して」いる旨が記載されていた。 

  ⑺ 令和元年８月、組合のＡ１とＹの代表取締役Ｂ２は、電話でやり取

りをした。その際、Ａ１は、Ａ２の賃金補償について言及した。 

  ⑻ 令和元年９月３日、Ｙは組合に対して、同日付け文書（以下「元.

９.３文書」という。）を送付した。同書には、以下のとおり記載さ

れていたほか、本件個別契約書等が添付されていた。 

   ア 「回答並びに（当社からの）ご提案について」 

     Ａ１と電話したところ、書類の開示とＡ２の賃金補償の要求を受

けた。書類の開示には応じるが、賃金補償は法的根拠に乏しいため

応じられない。 

   イ 元.８.24 文書について 

   「 上記書面につき、Ｃ１様に代わり、以下のとおり、回答差し上げ

ます。」 

    (ア)  元.８.24 文書には「偽装派遣」に関する記載があるが、いかな

る内容を意味するのか。 

    「 偽装請負の対比からして、『実態が派遣であるにも関わらず、

契約形態を請負契約とし、派遣である事実を偽装している』こと

を意味するものと思料しますが、そのような内容であれば、次の

とおり、全く事実と異なります。 

      当社では、一般労働者派遣事業許可番号を有しており、クライ

アントとの労働者派遣基本契約書を締結したうえで派遣をしてい
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るのであって、契約そのものが請負契約をして転籍派遣している

わけではございません。当然、派遣禁止業務に派遣しているわけ

でもありません。かつ、求人の際にあたかも自社内で業務を行っ

ているかのように見せるため求人活動をした経緯もございませ

ん。                         」 

    (イ)  団体交渉の使用者側当事者は、労組法第６条又は第７条の文言

のとおり、労働契約関係にある「使用者」である。 

    「 貴組合は、Ｃ１様に対し、団体交渉を申し入れるなどされてお

りますが、同社様はＡ２さんの（労働契約関係上の）『使用者』

ではございませんので、この度の団体交渉の当事者たり得ないの

であって、交渉権限はなく、これに応じる義務もございません。 

      したがって、この度の団体交渉につきましては、当社が対応致

しますので、Ｃ１様に対する団体交渉の申入れその他のご連絡に

ついては、お控えください。        」 

   ウ Ａ２に関する解決案 

    ① Ｙは、Ａ２に対して、労働基準法第 20 条第１項に基づき、解

雇予告手当を支払う。 

    ② 雇用保険法、健康保険法及び厚生年金保険法の規定に基づき、

Ａ２を遡及加入させる。 

    ③及び④（略） 

  ⑼ 令和元年９月４日、Ｃ１は組合に対し、同日付け文書を送付した。

同書には、元.９.３文書の内容に驚いていること、「弊社がＹに回答

を依頼したことはございません。この部分は、Ｙ株式会社が勝手に書

いたことです。」などと記載されていた。 

  ⑽ 令和元年９月13日、Ｃ１は組合に対し、団体交渉の日程として同月

20日を提案し、また、団体交渉の場所として「ミューザ川崎」とする

ことに応じる旨の連絡をした。 

    令和元年９月13日、組合はＹに対し、同年８月７日付け団体交渉要

求書を送付した。同書には、令和元年９月20日、「ミューザ川崎」に

て団体交渉を開催する旨が記載されていた。 

  ⑾ 令和元年９月17日、Ｙは組合に対して、同日付け回答書を送付し

た。同書は、前記⑽記載の団体交渉は調整ができないため不参加であ

ること及び元.９.３文書においてＹから解決案を提示しているが未だ

に回答がないため、組合から回答がほしいことが記載されていた。 
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  ⑿ 令和元年９月20日、組合とＣ１は、「ミューザ川崎」において、元.

８.７要求書記載の要求について、団体交渉を開催した。同団体交渉

において、Ｃ１は、本件個別契約書の作成日は、元.８.７要求書を同

社が受け取った後であると説明した。 

    なお、本件結審日現在、組合とＹは、元.８.７要求書記載の要求に

ついての団体交渉を開催していない。 

  ⒀ 組合は、令和元年10月８日付けで、当委員会に対し、本件申立てを

行った。 

 ５ 本件申立て後の事情について 

  ⑴ Ｙは、令和元年11月５日付けで、Ａ２を被告として、さいたま地方

裁判所熊谷支部に、債務不存在確認請求訴訟を提起した。その後、Ａ

２は、令和２年７月27日付けで、Ｙを反訴被告として、同支部に対し

て地位確認等請求反訴を提起した。 

  ⑵ 令和２年２月５日、本件審査の第１回調査期日において、Ｙは、Ａ

２とＹとの雇用契約の内容を立証する趣旨で、派遣期間を平成30年７

月２日から同年８月31日まで、同年９月１日から同年10月31日まで及

び同年11月１日から同年12月31日までとする労働条件通知書兼就業条

件明示書（これらを以下「第１回調査証拠」という。）を、それぞれ

証拠として提出した。 

  ⑶ 令和２年２月26日、組合とＣ１は、本件審査の第１回和解期日にお

いて和解協定を締結した。同日、組合は、本件申立てのうち、美Ｃ１

に対する申立てを取り下げた。 

  ⑷ 組合は、令和２年４月21日付けで、当委員会に対し、前記⑵記載の

Ｙによる第１回調査証拠の提出が、労組法第７条第３号に該当する不

当労働行為であるとして、追加申立てをした。 

  ⑸ 令和３年４月22日、前記⑴記載の訴訟及び反訴の期日において、Ａ

２とＹとの間で、訴訟上の和解が成立した。 

第３ 判断及び法律上の根拠 

 １ 組合からの令和元年８月７日付けＡ２の解雇等の労働問題を議題とす

る団体交渉の申入れに対するＹの対応は、不誠実な交渉態度に当たるか

否か。また、同時に組合の運営に対する支配介入に当たるか否か。（争

点①） 

  ⑴ 申立人の主張 

   ア 不誠実な交渉態度 
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    (ア)  元.９.３文書を送付したことについて 

      Ｙが組合に送付した元.９.３文書には、「Ｃ１様に代わり、以

下のとおり、回答差し上げます」と記載されていたが、Ｃ１が組

合に送付した令和元年９月４日付け書面には、「弊社がＹに回答

を依頼したことはございません」と記載されていた。Ｃ１がＹに

代わりを依頼した事実がないにもかかわらず、あたかも代わりか

のように組合に書面を送付したのである。 

      Ｙが組合に対し、虚偽の内容の書面を送付したことは、不誠実

な交渉態度に当たる。 

    (イ)  本件個別契約書を送付したことについて 

      作成日が虚偽でねつ造である本件個別契約書を、令和元年８月

19日以降に作成した理由は、令和元年８月７日付け組合加入通知

書にて組合に偽装派遣の主張をされたことに対し、本来、それぞ

れの契約日前に作成するべき労働者派遣個別契約書を、あたか

も、平成30年７月１日、同年９月１日、同年11月１日に作成した

かのようにすることによって、偽装派遣ではないと反論するため

だったと判断される。そして、元.９.３文書には、こうした説明

が一切なかった。 

      したがって、Ｙが組合に対し、作成日が虚偽でねつ造である本

件個別契約書を作成したこと及び組合に送付した行為は、不誠実

な交渉態度に当たる。 

   イ 支配介入 

    (ア)  ＹがＣ１に連絡をしたことについて 

      Ｙが、Ｃ１に対し、虚偽の内容の連絡を行い、同社から組合に

対して元.８.20文書が送付されたことにより、組合の中で、組合

の誰かがそうした連絡や交渉をＹと行ったのではないかと、組合

の内部に不信や疑念が生み出され、組合の組織運営は大きく阻害

された。 

      したがって、Ｙが、Ｃ１に対し、虚偽の内容の連絡を行ったこ

とは、支配介入に当たる。 

    (イ)  本件個別契約書を送付したことについて 

      Ｙが組合に対して本件個別契約書を送付したことにより、組合

は「偽装派遣」、「偽装請負」問題について、内部打合せに時間

がかかり、組織運営を阻害されただけでなく、組合とＡ２との間
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に不信や疑念が拡大することとなったため、支配介入に当たる。 

  ⑵ 被申立人の主張 

   ア 不誠実な交渉態度 

    (ア)  元.９.３文書を送付したことについて 

      組合は、ＹがＡ２の使用者であるにもかかわらず、Ａ２と何ら

雇用関係のないＣ１に対しても団体交渉を要求した。そのため、

Ｙは、団体交渉の当事者がＣ１ではなく使用者のＹであることを

明確にする趣旨で、「Ｃ１様に代わり」という表現を用いた。こ

のような文意は、元.９.３文書の文書全体、特に同書の第２項⑵

を見れば容易に読解可能である。  

      元.９.３文書の中に虚偽記載はない以上、Ｙの組合に対する文

書送付行為は不誠実団交には当たらない。 

    (イ)  本件個別契約書を送付したことについて 

      契約書の作成日を実際に書面に記名押印した日ではなく、遡っ

て口頭での合意が成立した日とすることは、取引慣行上、一般的

に行われている。こうした行為は、契約当事者双方が合意してい

る限り、何ら虚偽文書の作成には当たらない。 

      本件においては、ＹとＣ１との間において、Ａ２が派遣されて

いた当時、労働者派遣基本契約書はすでに作成されていたもの

の、本件個別契約書は作成されていなかった。ただし、両社間に

おいては、本件個別契約書記載の内容で労働者を派遣することに

ついて口頭で合意がなされており、本件個別契約書記載の内容で

労働者が派遣されている実態もあった。  

      このように、本件個別契約書は、ＹとＣ１の双方で合意してい

る以上、当然に有効であるし、取引慣行上問題視されるものでは

ない。 

   イ 支配介入 

    (ア)  ＹがＣ１に連絡をしたことについて 

      ＹはＣ１に対し、「申立人との話し合いの中で偽装派遣の疑い

が解消した」という発言をした事実は一切ない。  

      仮に、ＹからＣ１への発言があったとしても、あくまでも同社

へ向けられたものであり、組合に対する支配介入に当たらない。

また、労使関係において労使双方の事実認識に相違がある場合

に、労働組合が労働者に事実確認を行うことは通常のことであっ
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て、労働組合の組織運営とは全く無関係である。  

    (イ)  本件個別契約書を送付したことについて 

      前記ア(イ) 記載のとおり。 

  ⑶ 当委員会の判断 

   ア 労組法第７条第２号によると、使用者が組合からの団体交渉の申

入れに応諾しない場合ばかりでなく、使用者の団体交渉における態

度が不誠実である場合にも不当労働行為となると解される。 

     組合は、Ｙが組合に対し、元.９.３文書及び本件個別契約書を送

付したことについて、不誠実な交渉態度に当たると主張する。本件

では、前記第２の４⑴、⑵、⑺、⑻、⑾及び⑿認定のとおり、Ｙが

これらの書類を送付した令和元年９月３日の時点では、組合とＹは

団体交渉の開催に向けて日時等の調整を行っている段階であり、未

だに団体交渉は一度も行われていない。その後も団体交渉が行われ

ていない以上、このような段階でＹが組合に対して元.９.３文書及

び本件個別契約書を送付したことのみをもって、不誠実な交渉態度

に当たるとはいえない。 

     したがって、組合の主張は採用することができず、Ｙが組合に元.

９.３文書及び本件個別契約書を送付したことは、労組法第７条第

２号に該当する不当労働行為とはいえない。 

   イ 組合は、Ｙが、Ｃ１に虚偽の連絡をしたことが支配介入に当たる

と主張するので、同行為があったか否か、同行為があった場合に、

同行為が組合に対する支配介入といえるか、以下検討する。また、

組合は、Ｙが組合に本件個別契約書を送付したことが支配介入に当

たると主張するので、同行為が組合に対する支配介入といえるか、

併せて検討する。 

    (ア)  ＹがＣ１に連絡をしたことについて 

      前記第２の４⑶から⑸まで認定のとおり、Ｃ１は組合に対して、

元.８.20文書において、Ｃ１がＹから「（組合とＹとの）話し合

いの中で偽装派遣の疑いが解消した」旨の連絡を受けたと伝えて

いるが、Ｃ１が組合に対して同書を送付する前に、ＹとＣ１とが

いかなるやり取りをしたのかについて、元.８.19文書の送付、本

件個別契約書の作成及び元.８.20文書の送付を除いて、証拠上明

らかではない。 

      したがって、ＹがＣ１に虚偽の連絡をしたという組合の主張は
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採用することができない。 

    (イ)  本件個別契約書を送付したことについて 

      組合は、Ｙが組合に対して本件個別契約書を送付したことによ

り、内部打合せに時間がかかり、組織運営を阻害されただけでな

く、組合とＡ２との間に不信や疑念が発生又は拡大することとな

ったため、支配介入に当たると主張するので、以下検討する。 

      前記第２の４⑷、⑻及び⑿認定のとおり、ＹとＣ１が本件個別

契約書を作成したのは元.８.７要求書を受け取った後であること

及びＹが組合に対して本件個別契約書の実際の作成日を明らかに

しなかったことが認められ、同社は組合に対して真実を伝える姿

勢に欠けていたといわざるを得ない。 

      しかし、本件において、本件個別契約書の実際の作成日そのも

のが組合にとって重要な意味を持つとまでは認められず、組合に

対して本件個別契約書の実際の作成日を伝えなかったことのみを

もって、本件個別契約書を受け取ってからＣ１との団体交渉を開

催するまでの間の組合の運営に、直ちに影響を与え得るとはいい

難い。また、組合が主張するような、組合内部に拡大した不信や

疑念が、具体的にいかなるものであったか、当委員会からの求釈

明に対する回答からも明らかではなく、組合の主張を採用するこ

とはできない。したがって、Ｙが組合に対し、本件個別契約書を

送付したことが、組合に対する支配介入に当たるとは認められな

い。 

 ２ Ｙが令和２年２月５日の第１回調査期日において、労働条件通知書兼

就業条件明示書を証拠として提出したことは、組合の運営に対する支配

介入に当たるか否か。（争点②） 

  ⑴ 申立人の主張 

    Ａ２の労働条件通知書兼就業条件明示書だけが、派遣期間開始日と

契約書の記載が違っており、いずれも契約日が「平成31年」と記載さ

れていることから、事後的に作成されたと判断される。 

    虚偽の第１回調査証拠が提出されたことにより、Ａ２が組合に報告

及び訴えていた内容を再度聞き取りする中で、組合のＡ２に対する不

信や疑心が拡大し、また、Ａ２の組合に対する信頼が揺らいでいっ

た。その結果、Ｙが提出した第１回調査証拠の真偽の内部打合せに時

間がかかり、組合の組織運営を大きく阻害した。 
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  ⑵ 被申立人の主張 

    Ｙでは、労働条件通知書兼就業条件明示書のひな形を利用している

が、労働者別・契約日別で新規保存するとファイル数が余りに膨大に

なるため、上書き保存としている。その代わりに、派遣労働者が署名

押印した労働条件通知書兼就業条件明示書の会社控えについては、そ

の原本がファイリングされ、事務所内に保管されている。  

    電子ファイルについては、他の派遣労働者との間で雇用契約を締結

する際に上書き保存されているため、Ａ２との契約時に入力された電

子ファイルそれ自体はすでに存在しない。また、Ａ２が会社控えの提

出を怠ったことから、Ｙの事務所にはＡ２の署名押印のある会社控え

の原本も存在しない。 

    Ａ２に交付した書面の内容を明らかに示すため、電子ファイルの形

式で存在する労働条件通知書兼就業条件明示書のひな形にＡ２の契約

内容を記入した上、書証として提出したが、「平成30年」と記入すべ

きところを誤って「平成31年」と入力してしまった。実際の契約日と

契約書上の契約日との間で齟齬が生じたのは、Ｙの事務処理上の過誤

にすぎない。  

  ⑶ 当委員会の判断 

   ア 組合は、第１回調査証拠は、事後的に作成された虚偽の書面であ

り、このような証拠の提出によって組合内部の信頼関係が揺らぎ、

組合の組織運営が大きく阻害されたと主張するので、以下検討する。 

   イ 前記第２の３⑴認定のとおり、Ａ２が署名した労働条件通知書兼

就業条件明示書はＹに存在しておらず、第１回調査証拠が本件申立

後に作成されたものであることに争いはなく、これを認めることが

できる。 

     そして、ＹとＡ２との雇用契約の締結時又は更新時に、Ｙが労働

条件通知書兼就業条件明示書を作成してＡ２に渡したことについて

は、前記第２の３⑴及び４⑷認定のとおり、その前提となるＣ１と

の間の本件個別契約書も団体交渉申入れの後に作成されたものであ

ること、Ａ２に渡したとされる書面の控えすら保管していないこと

から、これを認めることはできない。 

     そうすると、Ｙが、ＹとＡ２との雇用契約の締結時又は更新時に

労働条件通知書兼就業条件明示書の控えを保管していなかったにも

かかわらず、あたかもＡ２に渡した控えが存在しているかのように
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装って第１回調査証拠を提出したとも考えられる。しかし、前記第

２の５⑵認定のとおり、Ｙは、第１回調査証拠を提出する際、Ａ２

とＹとの雇用契約の内容を立証する趣旨と説明し、また、前記⑵記

載のとおり、本件審査手続における主張では、第１回調査証拠がＡ

２との雇用契約の契約時又は更新時に作成したものではないと述べ

ている。したがって、Ｙが第１回調査証拠を提出したことは、存在

しない書面が存在しているかのように装って組合を欺こうとするも

のであるとは評価できない。 

   ウ したがって、第１回調査証拠が虚偽であると認めることはできな

いので、このような証拠の提出によって組合内部の信頼関係が揺ら

ぎ、組合の組織運営が大きく阻害されるとはいえず、組合の主張は

採用できない。よって、Ｙが第１回調査証拠を提出したことが、組

合の運営に対する支配介入であるとは認められない。 

 ３ 不当労働行為の成否 

   前記１及び２で判断したとおり、組合からの令和元年８月７日付けＡ

２の解雇等の労働問題を議題とする団体交渉の申入れに対するＹの対応

及びＹが第１回調査証拠を提出したことは、いずれも不当労働行為に当

たらない。 

 よって、労組法第27条の12及び労働委員会規則第43条の規定を適用し、主

文のとおり命令する。 

 

   令和３年10月27日 

 

                     神奈川県労働委員会 

                      会長 浜村 彰 

 


